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○AI（人工知能）の技術革新が世界で急速に進展しており、交通分野においてもAI
の活用が進められている。

○本調査研究では、交通分野におけるAI（交通AI）、特に実装が期待されている自
動運転に着目し、欧米等におけるAIガバナンスの原則及び制度の構築といった
規制強化の動き並びにその動きに対して、交通関係の行政機関又は事業者が
どのように対応しているかを明らかにする。

○今後の交通AIの発展に向けた我が国政府及び企業等の中長期的な戦略の検
討に寄与することを目的とする。

背景・目的

１．調査研究の目的と概要
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(1) 欧州（EU、独、英）及び日本におけるAIガバナンスについて文献調査

• 先進事例である欧州（EU、独、英）及び日本における、分野横断的なAI及び交通
AIのガバナンスの現状・見通しについて、文献調査を行った。

(2) 独、英における交通AIガバナンス及び技術革新への対応について深堀調査

• 独、英における、交通関係の行政機関、事業者等の交通AIガバナンス及び技
術革新への対応の現状及び見通しについて、インタビュー調査を行った。

(3) EU、独、英及び日本の比較

• （１）（２）において得られた知見から、EU、独、英及び日本の比較を行った。

2024年度の調査概要
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１．調査対象地域・国の選定
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１年目の調査対象地域・国は、欧州連合（EU）、ドイツ、英国及び日本の４
つの地域又は国とした。

世界的に2010年代後半からAI戦略・計画及びAIガバナンスに関する原則の公表及び制
度構築が進められている。

（例．AIイニシアティブ（米大統領令、2019）、AI権利章典（米、2022）、欧州AI戦略（EU、
2018）、国家AI戦略（英、2021）、AI戦略2022（日、2022）等）

2024年8月、欧州でEU AI Act（AI法）が発効

1年目（2024年度）調査では欧州に着目することにした。

・OECD.AI Policy Observatory掲載情報に基づき、AI政策イニシアティブ及びその中から交通
分野に関連する内容を含む件数を国別に比較検討した。
・他の欧州諸国をリードしている国。
・信頼度の高い情報収集・分析の実現可能性が高い（公的機関による英語での情報公開等）。

→独・英

・EU AI Actを主導している。
・欧州の政策等動きを知るためにはEUの動きを理解することは必須。 →EU

日本を含め、調査対象に４つの地域又は国を決定
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２．EUにおけるAIガバナンス～AI戦略と交通分野の位置付け

EUのAI戦略において、交通・モビリティ分野は重点分野との位置付けにある。研究
開発支援又は投資対象としての重要性に加え、自動運転を中心とするAIの安全性
及び倫理問題に関する議論においても早い段階から高い関心が寄せられてきた。

交通分野の位置づけAI戦略の概要

・EUが競争力をもつ産業として、製造、ヘルスケ

ア、宇宙技術分野にならび、交通分野を位置付
け。
・適切な法的枠組みを考案するために必要な欧
州委員会（EC）によるAI製品、サービスの試験及

び実験インフラ対象分野のひとつに交通を含む
（例：コネクテッド自動運転：試験サイト等）。
・データ利用可能性の拡大に向けた取組の対象
分野として交通が含まれる（例：欧州共通データ
ベース構築等）。

①EUにおけるAI技術・産業能力の向上と
普及促進
②AIがもたらす社会変化への対応
③適切な倫理的・法的枠組みの確保
④関係各国の積極的な関与

欧州のためのAI指針（2018
年）

①投資の拡大
②データ利用可能性の拡大
③人材育成
④信頼確保

欧州におけるAIの開発と利

用を促進するための協調計
画（2018年）

・重点分野として、気候変動・環境、ヘルス、ロ
ボット工学、公共、内政及び移民、農業と並び交
通・モビリティを位置付け。
・「AIを通じてよりスマート、安全かつ持続可能な
モビリティを実現する」との目標が盛り込まれた。

AIがもたらす機会及びリスクを踏まえつつ、
人々の安全又は基本的権利にもたらすAI
の潜在的リスクに対処するための規制枠
組みを提案

AIに対する欧州的アプロー
チの促進（2021年）

欧州が信頼できるAI分野で世界的なリー

ダーシップを確立することへのコミットメン
トを示す。
ECにおけるデジタル化・グリーン化政策に
係る優先事項を盛り込む。

2021年AIに関する協調計
画（2021年）

次のスライドに詳細を記載EU AI法（2024年）



出典：欧州連合日本政府代表部「EU AI規則の概要（2024年９月）」

２．EUにおけるAIガバナンス～EU AI法と交通分野の位置付け

2024年、世界初のAIに関する包括的規制法「EU AI法」を採択した。
EU AI法はリスクベースアプローチを採用し、交通は上から２番目の「ハイリスク」に該
当する「重要インフラ」に含まれる。

・「人間中心で信頼できるAIの導入を促進すること、AIシステムの有害な影響に対して、健康、安全、民主主義、
法の支配、環境保護等の基本的権利の高水準の保護を確保すること」を目的とする。

・AIシステムをリスクレベルに応じて分類するリスクベースのアプローチを採用。
リスクの程度に応じて、各AIシステムを4段階に分類（下図）、それぞれに要件を設定。

・EU域内にAIシステムを提供する域外企業も適用対象。
・違反行為に対して罰則規定あり。

交通が含まれる。
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・2026年2月、欧州委員会により第６条に関する実施ガイドラインが提供される予
定。

２．EUにおけるAIガバナンス～EU AI法の交通分野への影響

Annex I セクションB EU調和法令リスト（交通関連・実証実験関連のみ抜粋）

a. 民間航空の安全性に関する規則（規則 (EC) 300/2008）
b. 農林業用車両に関する規則（規則 (EU) No 167/2013）
c. 二輪、三輪及び四輪車両に関する規則（規則 (EU) No 168/2013）
d. 船舶用機器に関する指令（指令 2014/90/EU）
e. 鉄道網の相互運用性に関する指令（指令 (EU) 2016/797）
f. 自動車及びその部品に関する規則（規則 (EU) 2018/858）
g. 自動車の型式承認に関する規則（規則 (EU) 2019/2144）
h. 民間航空分野の共通ルールに関する規則（規則 (EU) 2018/1139）

ただし、自動車を含む一部の交通分野におけるAIシステムについては、同
法が直接与える影響は限定的と考えられている。

・EU AI法において交通分野は「ハイリスク」に分類される。

・しかし、自動車等、下記リストに該当する特定のAIシステムは、ハイリスクAIと
分類されるが、主に分野別の規則又は指令で規制され、EU AI法のハイリスクAI
規定は補足的な役割を果たすことになる（第６条第1項、第２条第２項）。
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ドイツをAI研究・開発・応用における国際的中心地として競争力を強化することを
目指す戦略。 2020年更新版では交通を重要分野のひとつに位置付ける。

国家AI戦略（2018年） 国家AI戦略更新版（2020年）

３．ドイツにおけるAIガバナンス～AI戦略と交通分野の位置付け

交通を国家AI戦略の重要分野のひとつに位置付け、特に「自動運転技術
＝ドイツの中核技術である」と言及している。

同戦略の目的は、自動運転技術における世界市場での競争力を高めること。

2018年 「モビリティにおけるデジタル化とAI（計画）」公表

2024年 文書「未来は自律的に走行する」を公表
自動運転普及に向けた方策を特定、アクション内容について提案。
※国際的な法的枠組み（EU、国家等）の更なる整備、サイバーセキュリティ及びデータ保護
の強化、ステークホルダー間の協力に向けた支援等、技術革新だけではなく、ガバナンスに
関する内容が含まれる。

同計画は、モビリティの領域でデジタル革新及びAIの活用により「モビリティ4.0」を効果的か

つ持続可能なものにすることを目指す。

交通
分野 2015年 「自動コネクテッド・ドライブ戦略」公表
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３．ドイツにおける交通AIガバナンス～制度と対応

ドイツの交通AIガバナンス制度の中心は自動運転に関する法規制及びガ
イダンスである。

ガ
バ
ナ
ン
ス

2017年 第８次道路交通法改正法

2021年 自動運転法（ドイツ道路交通法と自賠責保険法を改正する法律）

レベル４の自動運転車がドイツ国内の限定空間での一部の条件下で利用可能となる。

事
業
者
等

└ (下位法令)2022年 自動運転車両の認可及び走行に関する政令

制度面での自動運転車の安全な運行、車両の型式承認が可能となる。

公共交通分野において自動運転の活用が求められており、自動運転の
実証実験プロジェクトが複数進められている。

・2022年の「自動運転車両の認可及び走行に関する政令」

は承認プロセスが煩雑化し承認にかかる期間が長期化し
たため、ドイツにおけるプロジェクトの加速化に繋がってい
ない。

・政府から補助金を受けたプロジェクトは、政府にフィード
バックを行うプロセスが組み込まれている。
・EU AI法が影響を与えるとの懸念は聞かれなかった。

インタビュー
調査を実施

ドイツ初の自動運転バスサービス
Monheim am Rhein町, 独 （国政研撮影）
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「AI規制に対するイノベーション推進アプローチ」では、「AIのイノベーションを積極
的に支援し、新たな法律を導入する予定はない」と記述されている。

産業戦略（2017年）

AI機会行動計画（2025年）

４．英国におけるAIガバナンス～AI戦略と交通分野の位置付け

AIの開発と利用を推進し、経済成長や社会的利益を目指すことに重点を置
いているが、交通分野について特筆すべき言及はない。

交通
分野

AI規制に対するイノベーション推進アプローチ（文書、2023年）

2017年以降の英国のAI戦略の中で、交通に関して特筆すべき言及
はない。

国家AI戦略（2021年）
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４．英国における交通AIガバナンス～制度と対応

英国では新たなモビリティ・サービスの事業展開及び実証実験を促進する
ための法規制及び実施規則が早い段階から展開されてきた。

ガ
バ
ナ
ン
ス

2018年 自動運転車及び電気自動車法

2024年 自動運転車法
厳格な安全性確認及び認証手続きが義務付けられた。ただし、二次法によって施行さ
れる。

事
業
者
等

公共交通サービスの将来の運行にかかる費用削減を目的に、自動運転
車を公共交通システムの一部に組込むための実証実験を複数行っている。

・英国のプロジェクトの目的の一つは、プロジェクトで得られた知見を政府に
フィードバックし、二次法制定に役立てることである。

・政府機関である支援機関が各プロジェクトと毎月会議を行い双方向に意見交
換をする場を設けている。1対1のミーティングも実施している。
・EUから脱退しているため、EU AI法が影響を与える可能性は少ない。

インタビュー
調査を実施

自動運転車が巻き込まれる事故が発生した際の保険の処理に関する内容が含まれる。

2019年 実施規則：自動運転実証実験（ガイダンス文書、2023年更新）
安全かつ責任ある実証実験を支援し、試験の透明性と安全性の向上が図られている。
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AI戦略2019（2019年） AI戦略2019フォローアップ（2021年）

５．日本におけるAIガバナンス～AI戦略と交通分野の位置付け

ガイドライン等「ソフトロー・アプローチ」を通じたイノベーションの促進とリス
ク対応の両立及び国際協調を重要視する。「AI戦略2019」では交通分野を
重要分野に位置付ける。

AI戦略2022（2022年） 統合イノベーション戦略（2024年）

AI・データの利用に関する契約ガイドライン（1.1版）（2018年）

AI事業者ガイドライン（第1.0版）（2024年）

• AI戦略2019の優先領域5分野に「交通インフラ・物流」が挙げられる。
• AI戦略2022では「国土交通データプラットフォームの構築」等に向

けた取組が推進される。

交通
分野



５．日本における交通AIガバナンス～制度と実装状況

日本では2014年に戦略策定以降、段階的に制度が整備され2023年にレ
ベル４の自動運転車の走行が可能となった。

ガ
バ
ナ
ン
ス

11

2019年 道路運送車両法及び道路交通法改正（2020年4月施行）

自動運転レベル3に対応した制度が整備された。

2022年 道路交通法改正（2023年4月施行）

自動運転レベル４に対応した制度が整備された。

2024年 モビリティ・ロードマップ2024
「自動運転車に係る社会的ルールの実装のための重点施策」の具体的な工程表が示
された。

201４年～ 官民 ITS構想・ロードマップ

ＩＴＳ・自動運転に係る政府全体の戦略を示した。

実
装

2023年、福井県永平寺町において、日本初の

自動運転レベル４の無人自動運転移動サービ
スが開始された。

福井県永平寺町の自動
運転車（国交省HPより）
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６．まとめ EU、独、英及び日本の比較～交通AIガバナンス

日本英国ドイツEU

ソフトローソフトロー

ハードロー法的強制力

ハードロー
（AI法に準拠）

ガイドラインによ
る自主的な取組

イノベーションを
積極支援し、新た
な法律を作らない

AI法に準拠する

制度・体制の構
築中

有害な影響に
対して（中略）
高水準の保護
を確保

ガバナンス・
イノベーション推進

重要分野として位
置付け

言及なし特に自動運転技
術を重要分野と
位置付け

ハイリスクとし
て位置付け

交通の位置付け

国レベルでの自
動運転関連の法
整備

国レベルでの自
動運転関連の法
整備

交通に関する別
の法律で規制
国レベルでの自
動運転関連の法
整備

交通に関する
別の法律で規
制
EU AI法が与え

る影響は限定
的とみられる

交通AIガバナンス

EU、ドイツ及び日本ではAI戦略上、交通をハイリスク又は重要分野に位置付け
ている。交通AIガバナンスは、分野横断的なＡＩ戦略のアプローチの違いにかか
わらず、関連法の改正等で自動運転の実装に向けて環境を整備している。



７．２年目（2025年度）調査に向けて
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○2024年度はEU AI法の影響が想定されたドイツ及び英国並びに
日本を対象に調査した。

○2025年度は更に他の地域及び国の調査を進めていく。

特に、

○2024年度調査対象の国では、自動運転車は実証実験の段階が
多かった。一方、米国及び中国では、ロボタクシー等商用ベース
で自動運転車がまちなかを走行している。

このため、

○2025年度は、米中のように自動運転技術を実装している地域及
び国がどの様なガバナンス制度を構築しているかを調査し、2024
年度の対象地域及び国の調査結果と比較整理を行う予定。


